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シンポジウム記録 東日本大震災からの復興復旧への日本水産学会の取組の経過と展望

1. コメント―水圏環境，社会連携及び

水産教育の視点から

鷲尾圭司

独水産大学校

II1. Comment: From the point of views on aquatic

environment, collaboration with society, and ˆsheries

education

KEIJI WASHIO

National Fisheries University, Shimonoseki, Yamaguchi

7596595, Japan

ここでは水圏環境と社会連携の担当理事として，また

水産大学校において水産教育に携わっている立場から発

言する。

まず水産大学校としては，震災にあたって緊急援助と

してできることと水産教育への支援という観点から対策

を考えた。特に水産高校の被災には将来を担う水産人育

成の場が損なわれたとの認識から，いち早い救援と復活

支援を同じ水産教育機関として計りたいと考えた。しか

し，本校は下関という離れた場所にあることから，直接

の働きかけとしては練習船の活用が考えられ，救援物資

の輸送などを検討した。ただし，独立行政法人であるた

め官庁船とは違って運用に不自由なところがあった。そ

こで，公的な派遣依頼が得られないか，あるいは本来業

務を活用して航海を組めないかを模索した。その結果，

4月になって学生の乗船実習をかねて耕洋丸を派遣する

ことが可能と分かり，実施に移すことができた。

耕洋丸は宮古と釜石に寄港し，宮古水産高校などへの

救援物資輸送に加えて練習船の設備を利用したお風呂と

食事の提供など支援活動もさせていただいた。また，そ

れに参加した学生たちは物資運搬に携わるとともに田老

地区などを視察させていただき，強い印象を持ったとい

う。彼らは現地を目にして見違えるような成長を見せて

帰ってきてくれた。また，夏場には太平洋中央部にも耕

洋丸を派遣し，天皇海山調査を行うとともに，津波によ

って流出し漂流している震災がれきの目視観察や海水の

放射能調査にもあたった。このように部分的な調査や支

援活動ではあるが，それに参加することによる学生たち

への教育効果は非常に大きく，中には漁村の防災研究を

テーマにすると人生の方向を定めた者もいた。これらを

通じて，現場の持つ教育力を深く感じるとともに，水産

教育へのさらなる支援の必要性を痛感した。

さて，学会は研究者の団体であり，公益に資する法人

ではあるが，その活動には限界がある。震災支援の中で

実働を伴う部分について，緊急対応はいくらかできるに

しても，継続的に担う主体にはなれないものと考える。

もちろん会員がその所属する機関等を通じて行う実務的

な支援活動は差し支えないものであるが，学会の立場に

おいては，学会のもつ分析評価能力を活かした中間的な

支援組織として，現場をバックアップしていくことが活

動の中心になると考える。

水圏環境の面からは，事態を時系列的に検証し，どの

時期にどのような情報や助言が必要であったかを検証

し，その体制を提案することが考えられる。また，社会

連携の面から考えると，震災後の対処も大切であるが，

震災前から現場が抱えていた状況課題を踏まえ，単に元

に戻すのではなく，よりよい改善につながる分析と提案

が必要になって来る。特に，「水産学栄えて，水産滅ぶ」

の轍は踏まないとの意識が重要であると考える。また，

東京電力福島第一原子力発電所の放射能汚染に関して，

「魚離れ」など風評影響が発生しているが，それに対す

る科学的なデータ提供や分析評価についての的確な情

報提供と教育的対応が求められている。これも学会が担

える重要な活動だと考えられる。

こうしたことを考慮して，社会との連携を図るために

講演会やシンポジウムの開催や共同プロジェクト的な研

究の企画提案，各方面で取り組まれる復興支援活動への

助言や評価などが復興支援アクションプランとして挙げ

られよう。また，いくつかの支援機関が公募する研究や

活動資金の情報を周知させ，その受け入れ側の活動組織

とのつなぎ役を果たすことは中間支援機能として学会ら

しい取り組みになると考えられる。そこで留意すべきこ

ととして，救援段階から復興初期，そして継続的支援と

いった時間的経過に即して社会に発信し続ける体制を整

えることも重要であろう。
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1. 公益法人としての活動

日本水産学会は，東日本大震災の直前，2011年 3月
1日に公益社団法人としての設立登記を行った。新たな

公益法人制度において，本学会のような学術団体では，

学術及び科学技術の振興を目的とする事業であって，不

特定かつ多数の者の利益の増進に寄与するものが，公益

目的事業として認められる。本学会の目的は，定款第 3
条に「この法人は，水産学に関する学理及びその応用の

研究についての発表及び連絡，知識の交換，情報の提供

等の事業を行い，水産学に関する研究の進歩普及を図

り，もって学術の発展と科学技術の振興に寄与するとと

もに，人類福祉の向上に寄与することを目的とする。」

とある。この人類福祉の向上に寄与するべく，本学会が

大震災からの水産業の復興復旧に向けた取り組みを行

うことは自明であろう。

では，どのような事業が可能なのか。定款第 4条で

は，具体的な事業として，研究発表会及び学術講演会

等の開催による水産学研究の推進事業，学会誌及び学

術図書の刊行による水産学研究の普及事業，関連学会

等との連携及び協力並びに社会連携の推進事業，ほか 2
項目を挙げている。つまり，これまでの研究成果を復興

復旧に役立てることであり，水産学の成果を講演会や

シンポジウム及び学会誌を通じて普及することが本会の

主な事業ということになる。実際に，震災直後の臨時勉

強会の開催（2011年 3月 29日）に始まり，行動計画

の発表（4月 11日），東日本水産業復興対策緊急シンポ

ジウム（7月 16日），災害復興支援拠点講演会（9月 21
日），秋季大会時のシンポジウム（10月 2日）が開催さ

れ，その後も各種委員会や支部が活発に講演会やシンポ

ジウムを開催している。また，日本水産学会誌電子版の

閲覧フリー化や復興に向けた企画記事の連載などにも取

り組んでいる。これらは，公益事業として相応しい活動

である。今後，復興支援が緊急対応から長期的な対応へ

と変化しても，それぞれの局面に応じた講演会やシンポ

ジウムの開催や，学会誌などを通じた情報提供を進めて

いくべきであろう。

一方，震災直後の 2011年 3月 31日には，内閣府公

益認定等委員会委員長から東北地方太平洋沖地震に関す

るメッセージが出された。その要点は，「公益法人は，

民間にあって公益に貢献したいという「志」を持って設

立された団体であるから，新制度における公益法人は，

この国難とも言うべき今，何ができるか，何をなすべき

かという視点から，これまでの活動にこだわることな

く，これまで培ってきた専門的知見や経験，財産を活か

し，被災者支援や震災復興に役立つ形での活動や寄附な

どに資源を振り向け，取り組んでいただきたい。」とい

うものであった。これは一つには，公益法人に対して蓄

積した遊休財産を震災復興に向けることを促していると

も思われるが，本学会のように遊休財産を持たない法人

には公益目的事業に関わらずより広い復興復旧活動に

取り組むことを促していると受け取れる。本学会が義援

金の募集を行い，水産業界，水産海洋分野の教育研究

機関の復興のみならず，大震災による遺児育英資金への

寄附など広く被災者の支援に取り組んだことは，正に公

益性の高い活動であったと言えよう。

2. 情報の共有化と広報および連携

本学会の復興支援活動は，拡大政策委員会（2011年
5月設置）と日本水産学会災害復興支援拠点（2011年 6
月設置）が中心となった。そのほか，各種の委員会や専

門的な懇話会などが様々な支援活動に取り組み，それぞ

れ多面的かつ可能な限りの活動を行った。個別の広報活

動では，震災直後の臨時勉強会の時点ですでに放射能汚

染と風評被害を取り上げるとともに，震災関連データ

アーカイブの中で日本水産学会誌内の放射能関係既往文

献リストを提示するなど，東京電力福島第一原発の事故

による放射能汚染の問題にも早くから取り組んできた。

しかし，これらの全てが統一的に行われた訳ではなく，

広報活動も十分ではなかったかもしれない。

水産業に関わる復興復旧支援の活動は，本学会内で

の様々な活動に限らず，行政組織や試験研究機関，他の

学会でも取り組まれている。当然，それぞれ目的や得意

分野などが異なるが，水産学が基礎から応用まで，また

自然科学に留まらず社会科学までを含む学問であること

を考えれば，互いに連携し補い合いながら対応していく

ことが求められる。この広い範囲をカバーするために

も，今後，ますます本学会が先頭に立って関係学会，行

政及び漁業者との連携調整機能が，またその基盤とな

る情報共有への取り組みが求められる。関連学会組織の

取りまとめには先ず日本学術会議の水産科学分科会を軸

とした連携が考えられる。

これらの点では，会長主導の下で東日本大震災災害復

興支援検討委員会が設置されたことで，こうした活動全

体を把握して広報するとともに，長期的な支援の視点に

たった次の戦略が立てられていくことが期待される。




